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韓国の馬山輸出加工区の経済的な効果と
外国直接投資（下）
――１９７０～２０００年――
張 貞 旭
．馬山輸出加工区の経済的効果
輸出加工区の経済的効果３１）には，一般的に言って次のような特徴があると
考えられている。１）一定の雇用創出効果が見られるが，低賃金の未婚女性勤
労者が中心であること，２）組立工程が中心であるうえ，国内企業との連関効
果が少ないので，技術移転効果が限定されていること，３）輸出増大と雇用な
どを通して，一定の外貨獲得効果があること，である。この章では，輸出加工
区における経済的効果の一般的な分析に照らし併せて，外国直接投資がいかな
る社会的・経済的効果と問題をもたらしたかを分析する。具体的には，馬山輸
出加工区が韓国や慶尚南道，とりわけ馬山地域の経済発展に果たした役割を検
討する。そのことは，輸出加工区の設置が開発戦略として如何に有効であるか
を吟味することでもある。
１．雇用増大へのインパクトと問題
馬山輸出加工区の第一の功績は近隣（慶尚南道）農村の余剰労働力の吸収で
あった。設置当初の１００坪当たり２０名３２）（全体で約３０，０００名）の雇用目標を
３１）A. Basile and D. Germidis, op. cit., pp.４４－５１; O. Kreye, J. Heinrichs and F. Frobel, op. cit.,
p.１７ ; UNCTAD, op. cit., pp.１２－２９ ; Mario. L. Possas, Joae E. P. Furtado and Eneas. G.
Carvalho, Employment effects of exports by multinationals and export processing zones in Brazil ,
Geneva, ILO,１９８７, pp.７－１３.
達成し，また域外加工制度の導入によって周辺地域（馬山・昌原市）にも雇用
増大をももたらした。韓国政府は標準工場の賃貸や工場用地の配分に際して
も，従業員規模を１つの基準とするほど，雇用増大を輸出加工区の最優先の目
標としていた。
雇用の推移を見ると，１９７４年の第１次石油ショックのためにマイナスを記
録したが，１９７５年からは増加した。１９８０年から１９８２年にかけて雇用が再び減
少するが，第２次石油ショックによる経営不振や韓国内の政治的不安定のため
に外国企業が撤退したことと，製品の差別化と高度化に伴う施設の自動化によ
るものである。１９８３年から景気が回復し，企業数は減るものの大型化したた
めに雇用は増えている。１９８５年のマイナスは米国の輸入規制のために操業が
縮小したことに起因する。１９８６年には３低現象（低油価・低物価・ウォン切
り下げ）による輸出増で雇用が再び増加し始めた。しかし，１９８７年に最大値
である３６，４１１名（男性８，３８９名，女性２８，０２２名）を記録したことを最後に，
労使紛争の多発による休・廃業，生産ラインの縮小などのため，３３）１９８９年には
１年間に全雇用の３分の１に当たる１万名余りが職を失うという極度の雇用不
安が到来した。例えば，東京電子会社の場合，１９８９年７月当時の従業員２，３００
名のうち，３次にわたって計１，２００名が解雇されるなど，３４）地域社会にも衝撃
を与えた。
１９９０年代に入っても，産業構造の調整などがより積極的に進められたため
に雇用が減少し続けた（図－１０）。中でも，１９８０年代後半からの労働集約型産
業の撤退と自動化の進展などのため，単純な組立工程の担い手であった女性従
業員の減少が目立つ。とはいえ，１９９９年末でも馬山輸出加工区は従業員１２，８５０
名（男子４，７４４名，女子８，１０６名）であり，馬山市の製造業従業員全体（２６，０２６
名）の４９．３％を占め，依然として雇用増大の目的がある程度達成されている
３２）隅谷三喜男『韓国の経済』岩波書店，１９７６年，１３２ページ。
３３）労使紛争の発生件数を見れば，１９８７年の４０件，１９８８年の１６件，１９８９年の２９社，１９９０
年の５件，１９９１年の５件，１９９２年の６件である。
３４）『慶南毎日新聞』１９９０年３月１日付け。
７６ 松山大学論集 第１９巻 第２号
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と見なすことができる。
ところで，雇用には，加工区内の企業における直接的な雇用のみならず，加
工区と関連した商品およびサービス（運輸，宿泊，飲食，娯楽など）を提供す
る間接的な雇用がある。間接的な雇用は直接雇用の２５％３５）あるいは２０～４０％
程度３６）と考えられている。この比率は，加工区内の雇用の増減やその国の産
業構造によって異なる。例えば，１９９９年の馬山輸出加工区では，後述の域外
加工制度の実施で増え始めた間接雇用（受託企業の雇用：６，８２７名）だけでも
直接雇用の５３．１％に達していた。ただし，域外加工制度の受託企業の中には，
独立営業をとっている企業が多いうえ，加工区内の委託企業から実際に注文を
受けて生産している受託企業は半分くらいという調査結果３７）もあるので，い
くらか割り引いて考えなければならない。とはいえ，その他の関連産業の雇用
３５）Yew Siew Yong, Employment effects of multinational enterprises in Malaysia, Geneva, ILO,
１９８８, p.３５.
３６）Frank Long, Employment effects of multinational enterprises in export processing zones in the
Caribbean, Geneva, ILO,１９８６, p.６０.
３７）Ki-Suk Lee, Manik Hwang, Hae Un Rii, DOMESTIC LINKAGES AND EXPORT
PROCESSING ZONES : a study of the social and economic impact in Masan EPZ , the
conference on EPZ in Asia, Seoul,１９８９, p.６２.
（図－１０） 雇用の推移 （単位：人）
出所）馬山輸出加工区管理所『馬山輸出自由地域現況』各年１２月号と内部資料より作成
注）計は輸出加工区の男性・女性の合計である。
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をも考慮すれば，馬山輸出加工区の間接雇用の創出効果は他国に比べて高いと
考えられる。これは韓国国内の関連産業，とりわけ域外加工制度の受託企業が
他国より発達していることを示すものである。
他方，各国の輸出加工に共通する現象であるが，馬山輸出加工区でも韓国全
体の就業構造とは違って，未婚の女性労働者が多かった。３８）その原因は，入居
企業の大部分が単純組立工程を主にしているため，熟練労働力を要しないとい
うこと，また女性労働者の賃金水準が低かったからに他ならない。ここで馬山
輸出加工区の男女の賃金差（名目）を見ると，１９７５年の２．１８倍，１９８５年の
２．２０倍，１９８６年の２．３３倍，１９９０年の１．７３倍，１９９２年の１．４９倍というよう
に推移している。３９）また，女性労働者は，雇用の長期化に伴う賃金コストの増
大を回避するため，結婚をきっかけに退職を求められたり解雇される。すなわ
ち，短期・臨時採用される未熟練労働者の潜在的供給源である。小規模で労働
集約的な業種は，国内外の景気に影響されやすく，注文に応じて雇用を調整す
る形態をとっている。そのため，経営が行き詰まると，被雇用者の就業上の地
位や雇用契約の性格を無視して解雇を行う。こうした雇用調整ができるよう域
内企業の大半は日当制月支払制度を採択していた。そのため，女性労働者は月
次・生理・年次休みを取れないだけでなく，体調が悪くても休めない状況に追
い込まれていた。輸出加工区の雇用創出効果は，長期的に安定した雇用機会は
保障されるどころか，失業者を送り出す要因となりかねない。
２．技術移転とその限界
技術移転の効果は，それが持つ多様な形態のために評価が難しい。馬山輸出
３８）姜仁順「馬山輸出自由地域の未婚労働女性の労働実態」『社会研究』第２輯，１９８６年１２
月によると，女性労働者のうち，９５.４％が未婚であった。
３９）馬山輸出加工区管理所『馬山輸出自由地域現況』１９９３年１月。１９８６年のブラジルの
Manaus輸出加工区での男女の賃金差は１．４２倍である（Catherine Hein, Multinational
Enterprises and Employment in the Mauritian Export Processing Zone, ILO, Geneva,１９８８, p.
４７）。
７８ 松山大学論集 第１９巻 第２号
加工区での技術移転形態は，入居企業が海外派遣や研修教育を実施し，それへ
の参加を通じて技術者や熟練技能工を輩出すること，多数の単純労働者が生産
過程から技術を吸収すること，域外加工を行っている場合は，さらに受託企業
への生産技術指導などがある。
馬山輸出加工区の場合，多国籍企業が多い一般の輸出加工区に比べて日本の
中小・中堅企業の進出が多かった。そのため，標準化された組立技術や検査技
術など単純技術が主であった。にもかかわらず，そうした技術は，技能工の輩
出を通じて韓国の電気・電子産業の初期発展に寄与したと言える。韓国の電
気・電子産業は，財閥が部品輸入を通した組立輸出を中心に発展してきたの
で，部品生産を担う中小企業の育成が遅れ，部品の大部分を外国から輸入せざ
るを得ない状況であった。したがって，技能工の輩出に加え，馬山輸出加工区
に進出している日本の電気・電子企業が行った韓国国内電子産業への部品供給
は，金額こそ少ないが，４０）韓国の電子産業の初期の輸出と発展に大きく貢献し
たと言える（表－２）。進出先の国内産業との連関効果は進出企業の経営戦略
にも関わっているが，それ以上に国内の関連産業の発展に関わるところが大き
いと考えられる。韓国の場合，輸出加工区と国内産業との連関は限られている
とはいえ，国内産業への部品供給と域外の下請け企業への技術移転などを考え
れば，国内産業との連関効果が乏しいという指摘４１）は当てはまらないと言っ
てもよい。
しかし，馬山輸出加工区に進出した企業は中小企業が多かったため，高度な
技術は育成されなかった。初期の技術は，短期間で習得できる単純な組立工程
の手作業が多く，就業者の大部分が女性労働者であったため，技術の蓄積と高
級技術者の養成にはならなかった。アンケート調査によると，１９８９年におけ
る日本企業の高級技術者数は，電気・電子産業では１９社の従業員１３，４６０名の
４０）１９８５年の場合，Local輸出額１１１，３１２千ドルの約９５．８％（１０６，６８６千ドル）が加工区内
での取引であり，加工区外の韓国への輸出は４，６２６千ドルにすぎなかった（UNIDO, op.
cit., p.３８）。
４１）UNCTAD, op. cit., p.２８; Frank Long, op. cit., p.５５.
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うち，外国人技術者を含めて９１名に過ぎず，１社当たり５名であった。
一方，日本から派遣された技術者と管理職の数は５４名で，１社当たり２名
であった。これは，NIEsに進出している同一産業の日本企業の１社当たり６
名より少ない。４２）この事実は，馬山輸出加工区が NIEsの中で日本と地理的に近
いことと，韓国人の技術吸収がある程度進んだこととを示しているが，基本的
に高級技術者が要らない標準化された組立工程が多いことが最大の原因である
と考えられる。海外に立地した子会社は技術，情報，経営，金融，原材料の獲
４２）アンケート調査 ; 通産省『我が国企業の海外事業活動第１８・１９回』１１３ページ。
品 目 生産量
主 要 企 業
１位 ２位 ３位
磁気波コンデンサー ４，９１９ *韓国太陽誘電 新韓電子 三和コンテンサー
中間波トランス １，０６７ *韓国東光 *韓国スミダ *韓国太陽誘電
チューナ ３４ 金星 ALPs 三星電気 *韓国 SOWA
地 域 １９７５ １９８０ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ NIEs A NIEs B
日 本
現 地
第三国
８７．２
８．５
４．３
７６．１
１７．３
６．６
７３．８
２０．５
５．７
６８．５
２５．９
５．６
６５．１
３０．０
４．９
６１．０
３３．７
５．３
５８．２
３４．３
７．５
４１．９
４９．６
８．５
３４．６
５５．５
９．９
（表－２） 韓国における電気・電子部品の主要外国企業 （単位：百万個）
出所）金錫喜外『国内電子産業における外国人直接投資の効果』ソウル産業研究院，１９８９
年，５３ページより作成
注１）＊がついているのが，馬山輸出加工区内の日本企業である。
２）１９８６年度，地域内の取引を含んだ韓国国内向け金額は韓国太陽誘電の８，９５６，０６９ド
ル，韓国東光の１４，２２８，５３８ドル，韓国スミダの５，２９１，０５９ドルである。
（表－３） 日本企業（製造業）の原料・部品の調達先 （単位：％）
出所）アンケート調査；通産省『我が国企業の海外事業活動第１８・１９回』１９９０年，８８～８９
ページ；『我が国企業の海外事業活動第２１回』１９９２年，９８～９９ページより作成
注１）NIEsだけが通産省の調査結果であり，Aが１８・１９回の結果であり，Bは２１回の結果
である。
２）現地は韓国国内と馬山輸出加工区内からの調達である。
８０ 松山大学論集 第１９巻 第２号
得，製品の販売など，様々な側面で親会社の垂直関係に組み込まれている。特
に，馬山輸出加工区のように輸入関税が免除されている場合，付加価値が高い
部品は本国から輸入するため，進出先国内企業への技術波及効果が限られてし
まう。とはいえ，表－３からもわかるように，馬山輸出加工区と NIEsに進出
している日本企業の原料・部品の調達先を地域別に比べてみても，馬山輸出加
工区の方が高い。これは輸入時の無関税のみならず，地理的な特殊性によるも
のである。ちなみに，馬山輸出加工区管理所は，域外加工制度における協力関
係を通じた技術指導の波及効果が現れ，域外の下請け会社から中堅部品輸出会
社に成長した事例もあると主張している。しかし，それに関する具体的な事例
は示されていない。
次に海外研修４３）と外国人技術者の招聘を見ると（図－１１），１９８４，８６年は従
業員の増加につれて海外研修も増えたが，１９８７年からは労使紛争の激化に伴
う輸出の不振によって減少傾向を見せた。１９９１年からは，労使紛争の沈静化
とともに，国際競争力をもつ先端技術の導入と自動化のために海外研修が増え
ている。ここで注目すべきことは，１９８４年（１４１名）から減りつつあった経営
関係の研修が，１９９１年には２４２名に再び増えたことである。これは韓国人の
幹部の資質が向上し，また日本人の海外派遣に伴う経費が増大したため，およ
び日本人が海外派遣を好まなくなったことによるものと考えられるが，経営面
において外国企業の現地化という点からは望ましい現象である。
特に１９９１年と１９９４年の場合は，大規模な入居企業がなかったにもかかわら
ず，前者の海外研修８２２名・外国人技術者の招聘８０４名，後者の技術研修９７６
名・外国技術者招聘７５４名に達した。これは，産業構造の高度化を示している
と言えるであろう。１９９９年には外国人技術者招聘１３８名・海外研修６５６名で
あり，電気・電子産業が全体の８４．１％を占め，高付加価値の先端技術の移転
が着実に進んでいると言えよう。４４）１９７１～９９年の間を取ると，海外研修を受け
４３）海外研修とは，技術・経営・見学・その他のための研修からなる。
４４）金インチュン，前掲論文，７ページ。
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海外研修 技術者招聘 
た総数は１３，０７２名，外国人技術者招聘の総数は７，９３１名であった。
３．国際収支改善への貢献
世界銀行によると，一般の輸出加工区での外貨獲得率は総輸出の２０～４０％
程度４５）である。これに対し，韓国の外貨獲得率（輸出額における国産原副資
材・賃金・賃貸料・公共料金およびその他）は，７０年代には４０％，８０年代か
ら１９９０年はじめまでは５０％を維持し，高い水準である。とはいえ，１９９４年か
ら自動化・高度化のための拡大投資に伴って原・副資材の輸入が増加し，外貨
獲得率が低下しつつある。また，従業員の減少が賃金収入の減少をもたらして
いることも要因の１つである（図－１２）。輸出を通じた外貨獲得は，初期には
韓国内から機械類，素材・部品の調達ができなかったため，主に単純技術労働
者の賃金で構成されていたが，円高による日本部品の値上がりと韓国産原資材
の品質向上によって現地調達額は上昇し続けた。しかし，生産ラインの高度化
に伴い，１９９４年から再び韓国産の原・副資材の調達が激減した。その理由は
韓国産機械の供給が難しいことであるが，依然として高付加価値原・副資材お
４５）B. A. de Vris and C. D. Goderz,“Exports of manufactures provided a boost by EFZ”, News of
the World Bank Group, Washington, Sep/Oct.１９７８, p.１.
（図－１１） 技術移転の推移 （単位：人）
出所）図－２と同一
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よび施設材を外国，特に本国から輸入していることを裏付けている。
外貨獲得額の内訳を見れば（図－１３），稼働が本格的に始まった１９７３年から
は賃金でなく，韓国産原・副資材の割合が一番大きい割合を占めている。１９７６
年から急に増えているのは，域外の受託企業による国産原・副資材の使用増大
が主な原因であると推測される。
一方，１９８９年，１９９０年の外貨獲得額が減少したのは，労使紛争の激化によ
（図－１２） 外貨獲得率と国産原・副資材の割合
出所）図－２と同一
注）国産原・副資材の割合は，輸入原・副資材における割合である。
（図－１３） 外貨獲得における部門別の割合
出所）図－２と同一
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る生産性の低下と輸出の不振のためである。なお，雇用の減少率が１９８８年の
９．１％，１９８９年３０．２％，１９９０年の１５％となったにもかかわらず，賃金の割合
が高くなったのは，急激な賃上げのためである。また，公共料金やその他の項
目の割合が伸びているのは，租税減免が終わった企業の税金や，馬山輸出加工
区の発展につれて輸送費，保険料などが増加したからである。賃金と公共料金
およびその他からの外貨獲得は，地域経済の発展に大きな貢献をしているとい
えるが，租税減免の特典のため，地方税の納付は今でもさほど多くはない。他
方で，裏付ける統計はないが，韓国単独および韓国合弁会社の収益もかなりあ
るだろうと考えられる。
ちなみに，外貨獲得の元になる輸出の場合，１９９０年代から輸出先の多様化
が生じている。とりわけ，従来多かった日本向けの割合が減る反面，アジアと
りわけ中国・香港への輸出が増えている。中国経済の発展とそれに伴う日本企
業の進出が主な理由であるが，２００６年６月現在，中国が日本に次ぐ２番目の
輸出先となっている（図－１４）。
（図－１４） 輸出先の推移
出所）チョンデチェル「馬山自由貿易地域の役割増大に関する方案」『馬山自由貿易地域出
発記念セミナーの報告集』２０００年１０月，２７ページより作成
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４．域外加工制度
馬山輸出加工区の１つの特徴として，１９７５年から実施された域外加工制度
があげられる。この制度は，輸出加工区で行われるべき一部の生産工程（主に
メッキ，単純組立工程）が政府の許可や了解のもとで加工区外に移されるシス
テムである。輸出地域の地域的限界の克服，不足する生産設備の補完，人件費
の減少による原価節減によって企業（委託企業）の国際競争力の強化が可能と
なった。この制度の積極的な利用によって域外の関連会社（受託企業）は馬山・
昌原をはじめ韓国全国に広がり，受託企業は１９７６年の９４社から１９９９年の
６０７社に増加した。域外加工制度は，馬山輸出加工区の設立当時には予想され
なかった外貨獲得と技術移転をもたらしている。韓国政府も，このような長所
を生かし，域外加工制度の積極的な利用を通じた馬山輸出加工区の活性化を図
るため，域外加工の許容工程を従来の３０％から６０％にまで拡大し，特別な場
合は輸出物量の１００％までを域外加工できるように制度を緩和・拡大してい
る。また，委託企業は加工に必要な施設機械・資材を保税状態で受託企業へ搬
出することもできる。
アンケート調査によると，日本企業の場合，加工工程が多様かつ単純な電
気・電子企業が７８％と大部分を占めており，加工区内の委託企業が加工区外
の受託企業に「部分的」な技術指導と資金支援をする「協調関係」（４８．２％）
が多いので，外貨獲得率の高まり，雇用増大，国内への技術波及効果なども期
待できる（表－４）。また，受注のみならず，すべての資金と技術を委託企業
に依存している「依存関係」（３２．６％）も多い。一方，受託企業を１０社以上も
つ会社は電気・電子企業で多く，委託企業６社に８１社の受託企業が集中して
いる。日本企業３５社のうち２９社が７１～７４年の間に進出した会社で，進出時
期が早い企業に協調関係の取引が多い。これは受託企業の経営者にはかつて馬
山輸出加工区の企業に勤めた人が多いので，そうした関係を生かした結果であ
ると推察される。
しかし，この制度は次のような問題を抱えている。まず，輸出加工区内の生
韓国の馬山輸出加工区の経済的な効果と外国直接投資（下） ８５
産ラインの縮小に伴う雇用の減少である。受託企業の従業員の賃金は委託企業
より低いため，４６）製品原価が節減される。委託企業は人件費の節減に加え，不
況時に予想される退職引当金をも少なくすることができるので，不況時や賃上
げ圧力があれば，域外加工制度の利用が増える傾向である。このような傾向の
結果，１９８０年から馬山輸出加工区が高賃金となるにつれて，加工区内の低廉
な労働力に依存してきた労働集約的な生産工程が，次第に域外の下請け企業へ
移転していき，域外加工件数が増大していた。円高による日本からの輸入の減
少，ウォン切上げなどによる採算性悪化の解決のためでもある。さらに，１９８７
年の労使紛争の激化以来，輸出加工区内の企業は，自然減少した労働力の「補
充」を凍結している。また，受託企業の過当競争による低い加工費の問題，受
託企業の安定操業の確保問題などがある。すなわち，受託企業の多くが零細企
業であり，とくに依存関係の受託企業は域内の委託企業に主に依存しているの
で，加工区内の景気変動のみならず委託企業の経営方針によって営業が難しく
なる短所をも持っている。
他方で，１９８９年から輸出加工区内の産業構造の調整が行われ，域外加工件
数は減りつつあるものの，１件当たりの加工費は増加を見せている（図－１５）。
その主な理由は，受託企業の生産・技術能力が漸次向上しているためである
が，依然として原・副資材の大部分が委託企業から提供されるため，加工費の
４６）賃金が輸出自由地域の８０％に過ぎない（『慶南毎日新聞』１９８８年５月３日付け）。
電気・電子 金属 非金属 機械 精密機械 繊維・縫製 履物 その他 計
依 存 ２６ １ ０ ０ １２ ０ ５ ２ ４６
協 調 ６１ ０ ０ １ １ ５ ０ ０ ６８
独 立 ２３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ２７
計 １１０ ４ ０ １ １３ ５ ５ ３ １４１
（表－４） 日本企業の業種別の委託企業と取引関係 （単位：社）
出所）アンケート結果より作成
注）独立関係とは，不定期的な注文をうける関係を指す。
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大半を労賃が占めている。言い換えれば，受託企業の付加価値の創出は限られ
ていると言わざるを得ない。
．日本企業の撤退とその要因
１９８０年代に入って安定した成長を成し遂げた馬山輸出加工区では，１９８０年
代後半の急速なウォン切上げと年３０％以上の賃金上昇のため，輸出競争力が
大幅に低下し，多くの企業で休・廃業を含む減量経営や撤退が生じた。１９７３
年と１９７９年の２度にわたる石油ショック後には日本と世界の不況による影響
が多かったが，１９８０年末からの撤退は韓国の投資環境の変化による影響が大
きい。これはウォン高，賃金高，高インフレの３高が韓国経済を直撃した１９８７
年以降のことである。日本企業は１９８６年の５６社から１９９５年の４３社へ減って
いる。
馬山輸出加工区の投資誘因が，次のような理由で魅力を失った。すなわ
ち，１９８７年の８．０２％，１９８８年の１３．６％に上るウォン切上げ，急激な賃上げ
（１９８６年 の５．２％，１９８７年 の３１．４，１９８８年 の４２．２％，１９８９年 の３６．１％，
１９９０年の１１．０％），労使紛争の激化による生産不振，高付加価値産業の誘致と
いう質的転換による投資機会の減少，数次にわたる外資導入法の改定（開放お
よび緩和）による輸出加工区としての独占的メリットの減少などがそれであ
（図－１５） 件当たりの加工費の推移 （単位：件，ドル）
出所）図－２と同一
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日本外 日本 
投資取消 事業不振 労使紛争 施設移転 合併 
0
10
20
30
40
50
60
26
9
52
27
1 1 3 3
6
0
る。そのために，一部の企業は撤退を開始した。こうした動向の特徴は日本企
業に多く，１９８９年に発生した廃業４社（米国１社含む）と減量経営４社（雇
用：３，１０３名）が日本企業である。
１９７１～９５年までの撤退理由を見ると，経営不実・事業不振の７９社，投資取
消の３５社，施設移転（域外）の６社，合併の６社，労使紛争の２社の計１２８
社である。国別では，日本の８８社，米国の１６社，韓国の２１社，その他の３
社である。撤退した日本企業の業種別構成を見ると，食品・傘・玩具などの
その他に分類される企業が２８社，金属が１４社，繊維・縫製が同じく１４
社，電気・電子が１３社，機械が６社，精密機器が５社，履物と非金
属がそれぞれ４社であった。また，撤退の原因別に見ると，経営不実・事業
不振が５２社，投資取消が２６社，合弁が６社，施設移転が３社，労使
紛争が１社であった（図－１６）。
馬山輸出加工区に進出した日本の中小企業の場合，技術水準が低く資本が零
細であったために再投資は行われなかった。そのため急速な萎縮を起こしやす
かった。また，特に労働集約型産業は賃金上昇による生産コスト上昇が輸出の
不振につながる。小規模企業は，賃金上昇につれて低賃金の利益がなくなる
（図－１６） 企業の撤退要因 （単位：社）
出所）馬山輸出加工区管理所の内部資料と『馬山輸出自由地域２５年史』１９９７年，２８５～
２８８ページより作成
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と，自ら休業したり廃業したりする。これは進出先国の工業化に伴って現地の
賃金水準が上昇すると，低賃金に依拠した労働集約型産業の投資は第三国に移
転する傾向の反映である。
表－５のように，日本企業の進出が多いタイ，マレーシアなどと比べ，韓国
は賃金上昇率のみならず，為替レートや消費者物価の上昇率も高くなり，東南
アジアの方が相対的によい投資環境を持つようになった。そのうえ，韓国が次
第に有力な輸出国となるにしたがって，先進国から強い輸入規制を受けるよう
になり，アセアン諸国の方がより有利になっている。一方，韓国政府も先端技
術を中心とした誘致業種を厳選するとともに，業種別に差別化された優遇措置
を採用したので，低廉な労働力という長所がなくなった労働集約的な企業は，
撤退せざるを得なかった。
しかし，新たな傾向もあった。韓国ではアセアン諸国よりインフラの整備と
優秀な技術者確保が容易なので，高級技術者を必要とする高品質製品で安定的
年度国・項目 １９８６ １９８７ １９８８ １９８９
韓 国
馬山の賃金上昇率（％）
消費者物価指数（％）
為替レートの上昇率（％）
５．２
２．８
３．２４
３１．４
３．０
８．０２
４２．２
７．１
１３．６６
３６．１
５．７
０．６６
タ イ
賃金上昇（％）
消費者物価指数（％）
為替レートの上昇率（％）
１２．２
１．８
３．３１
２５．７
２．５
２．２１
７．９
３．９
１．６７
n. a
５．４
－１．６２
マレーシア
賃金上昇（％）
消費者物価指数（％）
為替レートの上昇率（％）
９．４
０．７
－４．０３
０．０
０．９
２．３３
３．１
２．０
－３．９７
n. a
２．８
－３．４４
インドネシア
賃金上昇（％）
消費者物価指数（％）
為替レートの上昇率（％）
１２．３
５．８
－１５．４８
１６．６
９．３
－２８．１４
１４．６
８．０
－２．５５
n. a
６．４
－４．９８
（表－５） 韓国とアセアンとの経済指標の比較
出所）三星経済研究所『アセアン４カ国の労働環境分析』ソウル，１９８９年８月，９ページ；
経済企画院『韓国統計年鑑』各年版ソウル；韓国労働研究院『賃金関連統計資料集』
ソウル，１９９１年２月，１６ページ。日本銀行調査統計局『外国経済統計年報』１９８９，９０
年より作成
注）為替レートは単位ドルの各国の平均為替レートである。
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な販売網を構築した企業は追加投資の意欲が高いようである。そのため，輸出
加工区内に工場敷地が絶対的に不足している問題を解決し，円高が引き起こし
ている原・副資材の韓国内調達を拡大するために，近隣（昌原，晋州）の関税
地域への域外投資を行って別の会社を作ったり，廃業した企業の敷地を引き受
ける企業も現れた。また，１９８０年以後，部分的に許容された内需販売におい
て，特殊分野の事業開始後２年間の無制限，また自社開発の単独商品の無期
限・無制限など，内需市場への参入が拡大されたことと，４７）域外加工制度の改
善なども新たな投資促進要因になった。
ちなみに，撤退企業で国際的に問題となったスミダ電機の事件を取り上げよ
う。１９８７年８月，スミダ電機に労働組合が設立されると，日本の本社は生産
設備の海外移転と生産ラインの縮小，年次的減員などで廃業準備を進めた。こ
の会社は各種コイルを生産する単純労働集約的な企業であるが，１９７２年に資
本金１億ウォンで進出し，１９８７年に約７０億ウォンへと急成長した企業であ
る。同社は，１９８７年から注文を中国の子会社に転換し始めるとともに，１９８８
年１０月に１，０００名の減員を合理化策として打ち出した。希望退職者の募集を
通じて，１９８８年８月に２，０００名であった労働者を，１９８９年１月には１，３００名
に減らした。次いで同年６月には５００名の減員目標を打ち出し，これを達成し
た。なおかつ，同年１０月，倒産と解雇の通告が日本の本社からのファックス
によって行われ，解雇労働者らが日本の国会議事堂前で座り込み抗議を行うに
至った。４８）
．む す び
馬山輸出加工区への外国直接投資とりわけ日本企業の進出は，韓国経済の成
長期にとって，雇用創出や技術移転，韓国の電気・電子産業の初期発展への技
能工と部品供給，外貨獲得などを通じて，地域および韓国経済の発展に寄与し
４７）電子製品生産外国人投資業体の販売承認要領第４条２，３項。
４８）「スミダ電機」『月刊中央』ソウル中央日報社，１９９０年８月，３０８～３１７ページ。
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てきた。韓国の外資導入を通じた輸出指向型の経済成長の呼び水の役割を果た
してきたのである。しかし，進出企業の大部分は中小企業であり，法・租税上
の特典と低廉な労働力を主な進出動機とする構造的な脆弱性を抱えていた。そ
れゆえ，資本および技術の外部依存性，原・副資材の高い輸入依存度により，
輸出加工区の経済的な利益が投資国に移転され，雇用の不安定，技術移転の不
振，施設投資への無関心などのような問題が生じた。とりわけ１９８０年代後半
に入ってから労使紛争および生産コストの上昇による収益率の低下による企業
の撤退および休・廃業，雇用の急激な減少などのような固有の衰退局面が現れ
た。しかも，外資導入法が数次にかけ改定され，輸出加工区内の入居企業に
とって一般輸出工業団地より優れた特典がないように運営してきたことも衰退
原因の１つでもある。
馬山輸出加工区は一時，解体を求める論議もあったが，１９９０年末からの労
使紛争の鎮静化とともに，電気・電子産業が設備の省力化・自動化への再投資
を行い始めると，１９９１年に入って，韓国政府はインセンティブの維持（租税
減免）・改善（国内市場の参入率，域外搬出部品の導入期間の短縮）などで再
成長を試みた。その後，安定的な運営が続いたものの，投資の伸び悩みと，敷
地の限界による輸出の先細りも予想された。そのため，従来の輸出加工区に貿
易・物流業などを追加し，２０００年７月に自由貿易地域へと拡大・再編され
た。かくして，３０年間にわたる輸出加工区としての役割が終わったとはいえ，
韓国経済とりわけ地域経済への貢献は高く評価されるべきである。
今後，馬山自由貿易地域としての更なる発展を成し遂げるためには，入居企
業の事業活動を韓国の経済発展に結びつけるものでなければならない。高度・
先端技術の移転と韓国の国内経済との連関性を高い方向に誘導すべきである。
したがって，入居企業の許可・支援の判断基準として，技術水準と外貨獲得の
ような波及効果を重んじるべきである。入居企業の業種として，例えば，既存
の電気・電子産業を中心（とくに部品産業）として，昌原と蔚山工業団地との
関連性を持つ光学機器，航空機・自動車部品のような先端産業が望ましい。ま
韓国の馬山輸出加工区の経済的な効果と外国直接投資（下） ９１
た，新たな支援として，高級技術者と技能工の確保のために研究開発センター
および技術者養成センターの設置を考慮すべきである。近隣にある２つの総合
大学との連携を通じて，将来的にはテクノパークとしての発展も考慮の対象と
なるであろう。
一方，日本企業などの入居企業も，各種の特典よりは先端技術を中心に，高
付加価値化，製品差別化を通じて国際競争力を高めるとともに，また地域外の
委託企業への積極的な技術移転および高級技術者の養成にも努めるべきであ
る。ひいてはより積極的に現地化をはかることだけが，長期的に企業経営の改
善のみならず，韓国・地域経済の発展に資することができるであろう。最後
に，１９９１年に地方自治制が実施されてから，地方団体（馬山商工会議所，市
議会の一部）が，馬山輸出加工区を一般工業団地に転換することを要求したこ
ともある。しかし，短期的な税収の増加よりも賃金収入，受託企業などの発
展，輸出・雇用面での比較優位性などに基づき，馬山自由貿易地域の更なる発
展のための積極的な行政支援を行うべきであろう。
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